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離島における養育行動の時代差
グ

ー子ども虐待予防の子育て環境構築の視点から－
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Child-rearingbehaviorforpre-schoolchildrenatMcityinoneofthemostsouthern

islandsofJapaninrelationtothepreventionofchildmaltreatment

一Similaritiesanddi丘erencesbetweenl984-2006-
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Theparents㎡three-year-oldchildrenwhovisitedahealthcenterforhealthcheck-叩atM

dtyinone㎡themostsouthernislands㎡Japanin1984and2006wereinterviewedfortheirchild-

rearingbehaviorandrelatedfactors.Themajorresultswereasfollows.

1.In2006,significantlymoreparentsgave"intellectualandverbals伽mation",utilizednurs-
eryschoolsandmadejointdecisionsconcerningnightcareandchild-rearingpolicywiththeirpart-
nersthanin1984.

2.Therewasnosignificantdifferencebetweenthetwoyearsintheratioofparentswhogave

physicalpunishmentstotheirchildrenand/ordisciplinedthembyH血tingtheirbehavior.However,

ratioofsingleparentsincreasedfirom3.2%in1984to14.6%in2006,whichsuggestsaqualitative

change㎡child-rearingbehaviorintwodecades.

3.Theratio㎡theparentswhosaidthattheyhadnoexpectationforchildrenwas32､9%in

2006ascomparedwith22.6%in1984.Thatofthosewho,althoughtheyexpressedexpectationsfor

thechildren,actuallydidnothingforthateffects,was29.1%in2006comparedwith52.1%in1984.

4．Thelength㎡educationofmothersandthera廿o㎡motherswhocame丘omoutsideMdty

weresignificantlyhigherin2006thanin1984.

5.Changingchild-rearingbehaviorduring2decadesinMdtywasdiscussedinrelationwith

theneglect,atype㎡childmaltreatment.

Fromtheseresults,itissuggestedthatchild-rearingbehaviorisassociatedwithfactorsconcern-

ingmothers'socialbackground.Also,thechange仕omtraditionaltomodemcommunityisinfluencing

parents'attitudeandchild-rearingbehavio喝whichmayresultinahigherratioofanewtype㎡the

childneglectinchildmaltreatment..Theseresultssuggesttheneeds㎡apositiveapproachtofamily

andcommunitytoenhancethequality㎡children'shealthanddevelopmentasanewstrategyforthe

prevention㎡childmaltreatment.
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lはじめに

我が国は世界に類のない急速な早さで，近代化・

都市化の歴史をたどってきており，欧米の先進国

が100年以上に渡って近代化に伴う課題を解決し

てきている事柄を短期間に体系的対応を迫られて

いる問題も少なくない．それらの一つに子ども虐

待maltreatmentがある．こども虐待の呼称はchild

abuseからchildmaltreatmentに変化したが，その

要因は複数であり，結果として子ども虐待が生じ

るというケースが殆どである(WHO,2004).しか

し，保健医療の分野では子ども虐待を疾病モデル

に基づいて対応しようとする考え方が根強く存在

する（長田ほか，2007；岡野,2007;Versterdal,

1973)．このモデルの限界は専門家などの努力に

もかかわらずこども虐待は増加し続けていること

に示されている．2007年7月に我が国のこども虐

待の件数は3万7343件で，前年度より2871件の

増加であり過去最多となったと報告された．児童

相談所による虐待対応件数は1996年の4102件か

ら，年々増えて10年間で9倍になっている（朝

日新聞,2007).

子ども虐待は米国の小児科医Kempeetal.

(1962）が"BatteredChildSyndrome,被虐待症候

群”と命名したことで知られ，1972年に第1回小

児被虐待とネグレクトの国際会議が開催されてい

る．先進国においてはInternationalSocietyforPre-

ventionofChildAbuseandNeglect(略称ISPCAN)

が1977年にすでに設立され（上田・花岡,1980a,

1980b),こども虐待(ChildAbuseandNeglect)防

止を目指す活動が開始されたが我が国でISPCAN

の主催する国際シンポジウムや国際セミナーが開

催されたのは1994年である（柳津，1999)．法的

にはこどもの虐待防止等に関する法律（厚生労働

省,2000),児童虐待予防法（厚生労働省,2004,

また，平成16年児童虐待防止法改正法（厚生労働

省，2004）が成立して2008年4月に施行される

状況にある．重要なこととして，近年におけるこ

ども虐待頻度の増加の理由がこども虐待の概念の

拡大によって初期の身体的虐待のみからネグレク
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トなども含む定義になったこと，学術的活動や法

的整備などによって人々の認識が高くなったこと

が推定される．

他方，こども虐待は保護者（親権を行う者）が

その監護するこどもについて行う行為に関するこ

と，即ち養育行動に関することであり，こども虐

待の増加を子育ての観点から検討することも必要

である．次世代を育てる子育ての営みは歴史的に

人類の起源から行われているとしても子ども虐待

が西洋の先進諸国において社会的問題となったの

はAshley(1997)によれば19世紀における産業

化・都市化と関連している．子ども虐待は，親と

して子どもを保護・世話・教育出来ないなど養育

行動のとれない者の出現に，社会，地域，家族と

して新たな対応を迫られ，100年以上にわたり取

り組んできている社会病理的課題（池田，1979）

でもある．しかし,Ashley(1997)はグローバル

化時代の今日，世界の異なる文化を有する社会を

3つのモデルー「モデル1；単純で閉鎖的で変化

のない社会，モデル2；変化はあるとしても，ま

だ安定を維持している中間型社会，モデル3；複

雑でめまくゃるしく変わる社会」－を提示した上で，

国や公的機関は一般的に伝統と‘慣例に基づいて事

柄を処理する傾向にあるので，この新たな課題へ

の対応の創出に時間を要するとしている．日本の

社会は戦後の高度経済成長期以降にモデル3に移

行し，今日に至っているために家庭，学校，地域

社会の中で急速な価値の多様化に直面し，急速な

‘情報化と相まって子育てやこども虐待への対応に

もこの事情が反映されている．

また，子育てに関しては養育者の養育行動の捉

え方にも歴史的変遷があることを認識しなければ

ならない．20世紀中頃までは子どもを生物学的に

出産し，授乳する女性は母親として自然に養育行

動をとれるとの考え方が優勢であった．しかしな

がら，比較行動学者Lmentz(1956)によるimprint-

ingやHarlowandHarlow(1969)によるアカゲザ

ルの母子関係の形成，‘母性愛，への疑問と母親

行動の生後の学習などの研究,Bronfenbrenner

(1977,1979）による人間発達の社会生態学的理
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論やS叩erandHarkness(1986)による発達的ニッ

チ，および恥merandSmith(2001)によるリス

ク児のResiliencyに関する実証的研究などに基づ

く新たな諸理論は養育行動が生得的なものではな

いことで一致している．

他方，近年には子どもの健康への「権利」的ア

プローチが1990年に国連による子ども権利条約の

批准によって世界的に新たな展開を開始している．

TheConventionontheRights㎡theChild(CRC)

｢児童の権利に関する条約」において子どもが親

や地域社会の付属物ではなく，ユニークな一人の

個人として初めて国際的に認知され，国内では

1994年にこの効力が発生した．CRCは子どもの

社会的・経済的権利一生存と初期の発達，教育，

ヘルスケアと社会的援助の権利一を規定している

(Cook,2001).即ち,CRCは国の他の政策と健康

増進パラダイムとを結ぶ健康政策との間の連携を

強め，子どもの健康への新しい提言をしている．

このように子育ては養育者側からばかりではなく，

子ども側，両者の関係，両者に関連する全てのシ

ステムが健康的発達を最大に促すように互いに連

携して支援する必要がある(Henryetal.,2003).

こども虐待が生じているか否かなどの個人の健

康現象を評価・判断し対応する際に重要なことは

その背景となる文脈を理解しなければ健康上の問

題を処理しても役立つことなく,むしろ害を及ぼ

すこともある(MulatuandBerry,2001).それ故に，

子育て中の親の悩みやニーズを異なる時代で比較

すること（服部，2005)，あるいは社会・経済的

背景(Cowen,1999)の違いによって子ども虐待発

生要因の解明とその予防策に役立てようとする研

究もある．しかし，全く同じ地域で養育行動の時

代差を比較し検討したものは殆どない．これらの

事柄を前提にすれば，こども虐待maltreatment予

防に関して虐待の行為類型を人間の子育てや養育

行動の側面から検討する新たなアプローチが求め

られているといえよう．

本論文に使用される用語の定義として，こども

虐待maltreatment(厚生労働省,2007)において

4つの行為類型が規定されているのでこれに従う

ことにする．すなわち，ア身体的虐待（第1

号)，イ性的虐待（第2号）ウネグレクト

(第3号）エ心理的虐待（第4号）である．

II研究目的

本研究の目的は急速に進行する情報化社会にお

ける日本の特定の地域において養育者の養育行動

を調査し，約20年前の同一地域における調査結

果と比較することによってその類似性と差異を検

討することである．同時にそれをこども虐待の行

為類型と関連して人間発達の社会生態学的視点か

ら考察し，こども虐待予防に向けた子育て支援に

資することである． 一

Ill研究対象と方法

対象とした地域の沖縄県M市は沖縄本島より南

西約300kmの宮古群島に位置し，総面積は沖縄

県総面積の約10分の1を占め，年間を通して温

暖な亜熱帯海洋性気候である.M市は2005年の

市町村合併により，旧5市町村が合併し，一つの

自治体となった.M市の約20年間の時代による

変化の概要は表1に示すごとくである．人口と世

帯数は2006年の55,915人，総世帯数22,926世帯

に対し1984年58,535人，17,035世帯である．

2005年の出生数533人は1984年の出生数1021

人より減少しているが，しかし，合計特殊出生率

の2003年1.82は沖縄県全体1.72や全国平均

1.29に比較して高い．人口に占める65歳以上の

割合22.8％は,県全体の13.9％に比較して高く，15

歳未満人口の総人口に占める割合は2005年；

9,495人，17.7％に対し1965年；16,123人27.5％

である（沖縄県,2006).

産業別就業割合は一次産業が1970年61.3％，

1980年39.4%,2000年24.6%と減少し，一方，

第3次産業はそれぞれ30.3%,43.896,56.1%と

増加している（沖縄県宮古支庁総務課，2006)．

沖縄県全体の産業・経済は1972年の本土復帰以

来，経済が概ね全国平均を超える成長をし本土と

の格差を縮小し，自立的発展の基盤整備のため，

道路，港湾，空港など公共事業の整備，同時に観
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表1M市の時代による変化

項目 2006年 1984年

M市人口'）

島外からの転入人口

島外への転出人口

市営団地建設戸数6）

15歳未満人口

保育所数．人数

自動車の所有数または自動車数'1）

若年出産数（15-19歳）

55り915人

2,718人2）

3,065人3）

962戸

9,495人（17.7％)7）

21カ所1,533人9）

40,469

17(2005年)

58,535人

3,597人4）

5,158人5）

346戸

16,123人（27.5％)8）

23カ所人数不明,0）

18,935（1984年3月現在）

1713）

出典資料（注：1984年の数値は旧5市町村の合算による）

1)，6)，7)，11）平成18年度統計みやこじま

2)，3）第56回沖縄県統計年鑑平成19年度版

4)，5)，8）第28回沖縄県統計年鑑昭和59年度版

9）沖縄県市町村概要平成19年度版

10）沖縄県企画課，1985.

12）沖縄県の母子保健統計，2006.

13）沖縄県の母子保健，1985.

光産業の育成が図られてきた．今回の調査対象と

なったM市にもこれらの事‘情は反映されている

(沖縄県,2007).

福祉・健康と生活に関して2005年の生活保護世

帯数209世帯，293人は保護率12.95％であり，全

国7.61％（1999年）よりも高く，また，母子世帯

数の割合3.8％は全国平均2.7％に比較して高く，母

子家庭6.1％は生活保護を受給している（沖縄県，

2006).離島沖縄県に道路が整備され自動車の増

加などによる生活環境の変化は乳幼児事故の種類

の変化にも示されている．2005年の交通事故によ

る0－4歳の沖縄県死亡率2.4は全国の2．9と比較

して殆ど同じである．（厚生統計協会,2006b).

他方,M市の子育てに関係する保育所数と定員は

1984年23箇所，2006年21箇所であり，子ども

数の減少にも関わらず20年間で殆ど変化していな

い．Ⅳの普及率は1984年80.7％から1990年

98.9％に上昇し，電話機の一般加入普及状況は

1985年30.0から2005年43.2に上昇した．また，

この地方の子育て上の風俗習慣としての「養い親」

や「子守」－乳幼児の世話を近所の子どもに依頼

する風習一は子育てに一定の役割を果たしていた

が近年にはこれらも廃れてきている（仲宗根，

1997)．総じてこれらのことは，離島M市におい

ても日本の各地に生じている少子高齢化，都市化

が過去20年間に進行していることを示していると

言えよう．

対象者は沖縄県先島諸島M市内に在住し，2006

年7月から9月に実施された3歳児健康診査の対

象者192名のうち，受診した3歳児の主たる養育

者112名とその幼児であった．この地域は本研究

者の一人が1984年に調査した所と全く同じである

(現在のM市は市町村合併によるものであるが，

2006年と1984年の調査地区は完全に一致してい

る.)．

調査方法は自記式質問紙法と面接法である．

質問紙の内容は基本的に1984年の調査時に使用

したものを踏襲したが，データの収集方法は養育

者の健診時における拘束時間に配慮し，事前に質

問紙を郵送して養育者に記入を依頼した上で健診

会場で回収した．回収時には調査者が回答内容を

確認し，記入漏れや自由記載された事項に関して

調査者の解釈の妥当性を確認した．また,M市が

使用している「3歳児健診受診票」から基本的属

性一性別，既往歴，家族構成など－の情報を収集

した．

質問項目は33である．内訳は1984年に使用し

た28項目の中から「洗濯機・冷蔵庫など家電製
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品の所有｣，「生活費」など今日に適さない項目と

すでに述べた基本的属‘性に関する8項目を除外し

て20項目とし，新たに「養育行動」に関連する

13項目を追加したものである．また，質問形式は

自由記載の6項を除き，すべて選択式である．

データの分析はSPSS14・OJf破Ⅷndowsを用い

てt検定ならびにX二乗検定を行い,1984年のデー

タと比較し，時代差とそれに関連する変数を検討

した．自由記載項目は内容分析を行い，母子保健

看護を専門とする教育研究者2名を含む協同研究

者により妥当性を確認した．

対象者への倫理的配慮は質問紙の郵送の際に，

研究の趣旨，参加の任意‘性，途中での辞退も可能

であること，協力の可否によって不利益を被らな

いこと，また，回答は統計的に処理されることな

どの説明文書および，調査への参加同意書を作成

し，調査用紙に添付した．そして，調査用紙への

回答と同意書への記入によって参加への同意を確

認した．対象者は2枚の同意書に署名し，対象者

と調査者がそれぞれ1枚ずつ保管した．なお，本

研究は調査者の所属する大学倫理審査委員会の承

認を得た．

IV結 果

1．有効回答数と対象者の背景

2006年調査時の回答数は87名，77.7％であっ

た．そのうちから記入漏れの多い者，及び子ども

に粥室障害のある者の合計5名を除外した82名を

有効回答とした．回答と者は母考I93.9%,父親3.7%,

祖母2.4％であった.一方,1984年の調査対象はM

市在住で7－8月の3歳児侭診を受診した子どもの

主たる養育者であり，有効回答数は62名であった．

回答者の内訳は母親98.4％，父親1.6％であり，

両年とも殆ど母親が回答していた．

2．父親と母親の背景の変化

2006年及び1984年における対象者の背景は表

2に示すようであった．

父親の平均年齢は2006年（以下A年と称す）

36.2歳（±7.8)，1984年（以下B年と称す）31．9
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歳（±4.8）であり,A年はB年に比較して約4

歳高く，また，年齢幅も広く，統計的に有意で

あった．また，母親の平均年齢はA年33.6歳（±

6.0),B年30.0歳（士4.2であり,A年で約3.5

歳高く，有意差があった(p<0.001).父親の職業

はA年が事務職，技能・労働（農業・漁業)，自

営業の順であり,B年では技能・労働（農業・漁

業),事務職，専門技術の順であり，農業・漁業

などの技能・労働が減り，事務職の割合が増加し

ていた．一方，母親が主婦である割合はA年B

年それぞれ42.3％，45.9％で変化はなかった．教

育歴は父親・母親ともにそれぞれ有意差があった．

父親の学歴についてみると専門学校卒はA年

25.7％がB年6.7％に比較してより多く，逆に中

学卒のA年7＄1％はB年25.0％より少なく有意で

あった(p<O.Ol).母親の専門学校卒はA年

26.3%,B年8.1%であり,A年がより多く.p<

0.01),逆に，中学卒はA年10.0%,B年25.8%

であり,B年の方が有意に多かった(p<0.05).

父親と母親の出身地は両方ともそれぞれ有意差が

あった．父親はM市出身者がA年79.2%,B年

91.7％であり,A年はB年に比較して少なく，逆

にM市以外の者が多かった(p<0.05).母親は

M市出身者のA年65.8%VS.B年95.2%であり，

B年の方がより多く(p<0.001),逆に県外出身者

のA年22.8％はB年0.0％に比較してA年の方

が有意に多かった(p<0.001).

3．家族構成の変化

核家族の割合はA年90.2%,B年90.3%であり

両年に有意差はなく，平均家族人員数もA年4．5

人,B年4．7人であり，ほとんど差が無かった．

また，平均きょうだい数はA年2．2人,B年2.4

人で差はなかった．しかし，片親家庭はA年

14.6%,B年3.2%であり,A年に多い傾向である

ものの有意差はなかった．

4．子どもに対する期待とそのための養育者の行

動

子どもに対する期待の有無とその内容を多い順
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表2対象者の背景

2006 1984

X*値自由度有意水準項目 カテゴリー
N ％N％

子どもの‘性別計

男

女

父親職業注'）計

事務職

技能・農業．漁業

専門・技術

自営業

サービス業他

父親学歴計

中学

高校

専門学校

短大・大学

父親出身地計

M市

M市以外注2）

母親職業計

主婦

事務職

専門技術・技能労働

パート

その他

母親学歴計

中学

高校

専門学校

短大・大学

母親出身地計

M市

M市以外の県内

県外

家族形態計

核家族

拡大家族

２
３
９
８
４
９
２
９
４
０
５
０
８
７
２
７
５
８
３
４
０
１
０
０
８
６
１
５
９
２
９
８
２
４
８

８
４
３
６
３
１
７
３
１
１
７
５
１
７
３
１
１
１
１
８
２
２
２
７
５
１
８
７

０
４
６
０
０
９
９
２
９
０
１
９
〃
３
０
２
８
０
３
９
８
１
８
０
０
５
３
３
０
８
４
８
０
２
８

０
２
７
０
０
７
２
３
５
卯
７
妃
妬
泌
卯
氾
加
伽
妃
Ⅳ
皿
皿
旭
叩
加
銀
泌
証
叩
砺
皿
翠
卯
卯
９

０
５
４
０
５
２
１
１

１
１
１
１
１
１
１

２
４
８
０
５
６
９
４
６
０
５
７
４
４
０
５
５
１
８
６
９
２
６
２
６
５
５
６
２
９
３
０
２
６
６

６
３
２
６
１
２
６
１
２
１
６
５
６
２
１
６
１
２
．
１
６
５
６
５

０
８
２
０
０
３
０
″
０
０
０
０
〃
３
０
″
３
０
９
２
８
３
８
０
８
３
Ｊ
８
０
２
８
０
０
３
〃

０
４
５
０
５
３
５
６
０
０
５
５
６
３
０
１
８
０
５
６
４
３
９
０
５
０
８
５
０
５
４
０
０
０
９

０
５
４
０
２
４
１
１
０
２
４
２
０
９
０
４
２
１
０
２
４
２
０
９
０
９

１
１
１
１
１
１
１
１

0.082 1 n．s、

14.792

8.432

3.313

5.901

1.507

注3）

13.669

7.914

0.060

8.337

0．016

3.978

４
１
１
１
１

１
１
５
１
１
１
５

０
０
０
０
０
０
０

●
●
●
●
●
●
●
■
●
●
●
●

く
く
石
く
石
石
く
く
ｓ
く
心
く

り
△
Ｄ
△
、
Ｄ
１
ｎ
ｎ
Ｄ
凸
、
曇
、
Ｄ
ａ
ｎ
Ｄ
《

３
１
１
１
１
１

5.835 4 、．S、

０
０
０
０
０
０

１
５
１
０
０
０

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

１
１
１

〆
〆
恥
〆
唖
産
産
咋
産
唖

６
４
９
３
４
８
１
６
４
２

鯉
迦
蛇
氾
即
師
蹄
虹
岨
伽

‐
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

皿
６
０
７
０
９
７
１
６
０

１
１
１

３
１
１
１
１
２
１
１
１
１

注1）2006年無職1名除く注2)M市以外の県内と県外出身者注3)Fisherの直接確率法による

に言う｣，「悪いことは悪いと教える｣，「言い聞か

せる」などがそれぞれ5名，12％であった．一方，

B年では養育者の期待する内容は48名の内｢素直」

16名，33％，「健康」14名，29％，「明るい」9

名，18％の順であった．そして，養育者力糊待の

ためにとる行動内容は21名のうち「他人と接す

る機会をつくる」5名，23％，「体に気を付ける｣，

｢子ども同士仲良くするように言う｣，「悪いこと

に3位までを検討した．期待があって記述した者

について内容を分析した結果,A年では55名の

うち，「優しい，思いやり」42名，76％，「健康」

9名，16％，「社会性」7名，12％であった．さら

に，期待のために養育者が行っている行動内容の

分析結果は回答者39名のうち「養育者が手本を

示す｣，「子どもの意見を聞く，尊重する」者がそ

れぞれ6名，15％，「子ども同士仲良くするよう
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は悪いと教える」がそれぞれ3名，14％であった．

ただし，両年ともに期待する子ども像が特にない

との回答はA年27名32..996,B年14名22.6%

あった．また，期待することがあると回答しても，

｢そのために行動していることは何もない」者が

A年16名29.1％に対してB年27名52.1％あり，

半数以上であった．

5．養育行動のA年とB年の比較

表3は両年の間で日常生活上の養育行動を比較

した結果を示している．

1）子どもの世話

子どもの世話をする者を日中と夜間に分けて検

討した結果,A年87.8%はB年58.1%に比較して

日中に保育所を利用する者が増加し，逆に家庭で

の世話の割合が減少し有意であった(p<0.001).

夜間の子どもの世話は母親が減少し，むしろ両親

や父親で世話する者の割合が有意に増加していた

(p<0.001).育児方針の決定に関しても母親のみ

による者が減少して両親で決定する者が11.3％か

ら51.3％に増加し有意であった(p<0.001).

2）3歳児の発達および自律を促す刺激

「時々子どもに歌をうたう」者，及び，「子ども

と一緒に子ども用の本をみる」者はA年がB年

に比較して割合が有意に増加していた(p<0．001).

また，日常生活で幼児が「こぼしたときの対応」

について「大人が片づける」および「子どもがか

たづける」がA年はB年に比較して減少し，逆

に大人と子どもが「一緒に片づける」者が増加し

ていた(p<0.001).

3）養育者による子どもの家庭環境の調整

幼児の生活に不可欠といえる玩具に関して，お

もちゃをあげた理由を「本人が欲しがった」から

とした者はA年41.8％の割合がB年18.6％に比

べて有意に高く，また，「子どもの発達にあわせ

た」とする者もA年25.4％の方がB年5.1％より

有意に多かった(p<0.0l).逆に，誕生日などの

｢記念日・おみやげ」は減少していた．おもちゃ

はB年では誕生日などの特別な時に41％の養育者

があたえていたが，一方,A年では殆ど同じ割合
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42％がこどもの要求によって与えるように変化し

ていた．しかし，注目すべきことはこどもの要求

が必ずしも発達レベルを考慮していることとは一

致せず，25％のみが「発達にあわせた」と回答し

ていたにすぎない．

4）子どもへの罰や行動の制限，及び性別に関

すること

一般的な「族方針の食い違い」に関する質問で

はA年77.2%,B年80.6%がそれぞれ「食い違い

ない」と回答して両年の間に有意差はなかった．

また，質問形式を変えた験の方法に関して「先週

1週間にこどもをたたいた」ことがあるか，否か

の質問にも両年の間に差はなつかた・しかし，さ

らに2次設問としての「先週1週間に10回以上

たたいた」者の割合はそれぞれA年11%,B年

30.0%であり,A年の方が有意に少なくなってい

た．「男女を区別して育てようとしてきた」者も

A年の方が有意に少なかった(p<0.001).罰の2

次設問と男女区別への回答はいずれも建前である

としても1割程度の者は族として身体的な罰を使

用していると言えよう．

5）子どもへの共感の程度

養育者がこどもの立場から外界をみられか否か

を「子どもが遊びで得るものがある」かの質問で

回答を求めた結果，両年に興味ある特徴があった．

すなわちA年では遊びの種類などへの「無効回答」

4名，4.9％，「無回答」・「分からない」などの合

計37名，45.1％あり，この項目の有効回答者は

41名，50％であった．有効回答者のうち7名は

｢優しさ｣，「考える力」などであり，6名は「満足

感」や「想像力」を述べていた．一方,B年では

無効回答数41名，66.1％あり，「わからない」や

｢無回答」を除く有効回答数は2名，3.2％のみで

あり，極めて少数であった．また，「遊びで得る

もの」の回答内容はそれぞれ「満足」1名，「色・

形」1名のみであった．言い換えれば,A年では

養育者が「遊びで子どもが得ているもの」に「無

効回答」などが50%あったものの,B年ではそれ

が96.8％あり，大きな違いがあった．これらの回

答は養育者が日常生活でこどもの目を通して世の
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表3養育行動

2006 1984

項目 カテゴリー X*値自由度有意水準
N ％N％

日中 の こ ど もの計

世話保育所

母親・祖父母など

夜間のこどもの計

世話注'） 両親

母親

父親

育児方針決定者計

両親

母親

父親

時々歌を歌う計

はい

いいえ

子どもと一緒に子ども計

用の本を見るはい

いいえ

こぼしたときの処理計

大人が片づける

子どもが片づける

一緒に片づける

毎日決まって手伝わせ計

ていることがあるはい

いいえ

先週1週間に子どもを計

たたいたはい

いいえ

先 週 1 週 間 に 10回計

以上たたいたはい

いいえ

おもちゃをあげた理由計

本人がほしがった

記念日・お土産

発達に合わせた

好みに合わせた

その他

いつも決まったテレビ計

番組を見るは い

いいえ

テレビ番組を決める人計

に 大 人 を 含 ん でいるはい

いいえ

男女を区別して育て計

ようとしてき たはい

いいえ

験方針に食い違いが計

あるはい

いいえ

２
２
０
８
７
１
０
０
１
２
７
２
０
２
２
０
２
氾
窃
、
娼
別
鎚
娼
艶
如
鯉
艶
９
３
７
８
４
７
７
ｕ
肥
“
肥
池
野
妬
躯
、
氾
灼
岨
田

８
７
１
７
３
３
１
８
４
３
８
８
８
８
７
６
２
１

０
８
２
０
４
〃
８
０
３
０
８
０
６
４
０
６
４
０
６
９
４
、
９
１
０
８
２
０
０
０
０
８
０
４
４
４
０
０
０
０
５
５
０
２
８
０
８
２

叩
師
皿
卯
卿
調
廻
卯
瓢
如
８
０
７
２
０
７
２
叩
瓢
昭
弘
卯
妬
認
卯
妃
副
卯
、
的
卯
虹
６
あ
叩
逓
叩
氾
理
叩
諏
銘
卯
哩
師
加
配
万

０
９
０
９

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

２
６
６
８
１
６
１
２
７
２
３
国
弱
郡
舵
“
狙
腿
娼
廻
０
師
”
釦
舵
詑
泌
腿
明
娼
弱
、
型
３
８
３
２
６
６
弱
巧
如
副
諏
塑
健
哩
印

６
３
２
５
５
６
５

１
６
５

０
１
９
０
７
６
７
０
３
９
８
０
４
６
０
０
０
０
４
６
０
０
４
６
０
３
７
０
６
４
０
６
７
１
６
０
０
３
７
０
３
７
０
７
３
０
４
６

●
●
●
●
■
●
■
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
■
●
●
●
●

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

０
５
４
０
９
１
１

０
８
１
０
１
６
１
叩
、
出
４
叩
師
蛇
叩
ｎ
羽
卯
的
鋤
０
卯
幻
認
、
団
詔
加
釦
的
卯
岨
如
５
３
２
０
０
９
伽
諏
氾
、
帥
調
、
岨
帥

１
２
０
９

16.655 p<.0011

46.722

34.523

46.577

注2）

28.623

24.926

27.824

0.816

35.870

２
１
１
１
２
１
１
１
１

１
１
１
１
１
１
１

０
０
０
５
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０
０

●
●
●
●
●
●
■
●
●

く
く
く
く
く
く
く
心
く

り
１
，
垂
、
墨
Ｄ
曇
り
凸
Ｄ
△
Ｄ
△
、
、
《

p<.00120.877 1

48.554

19.783

5.799

48.554

0.003

２
１
１
１
１

１
１
１

０
０
５
０

０
０
０
０

●
●
●
●
●

く
く
く
く
信

、
今
Ｄ
１
Ｄ
《
Ｄ
１
ｎ

2二216 1 、．s、

p<.018.720 1

31.348

7.865

21.866

9．671

0.290

0.642

3.829

４
１
１
１
１
１
１

１
１
０
１
０
１
５

０
０
０
０
０

●
●
●
●
●
●
●

く
く
く
く
ｓ
ｓ
く

り
凸
Ｄ
△
Ｄ
１
ｐ
－
ｎ
ｎ
Ｄ
凸

1.474 1 n．s、

37.230 p<､0011

0.244 1 n．s、

注1）祖父母・その他7名(2006年3名1984年4名）を除く注2)Fisherの直接確率法による
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中や周囲の出来事を考えることに慣れていないた

めと推定され，共感の程度が高いとは必ずしもい

えない結果であった．

テレビに視聴に関してはA年で殆どの家庭が

Ⅳを所有し，「テレビで子どもが得ているもの」

の回答がA年有効回答52名，63.4％であり，そ

の内容として52名中21名，40％；「歌｣,20名，

38％；「言葉｣，9名，17％；「動作の模倣」をテレ

ビから学ぶものとしていた．他方,B年では有効

回答62名中24名38.7％であり，24名の内容は

11名，45％；「歌｣，6名，25％；「動作の模倣｣，

2名，8％はそれぞれ「言葉｣，「社会性｣，「想像

力」などであった．「いつも決まってⅣ番組をみ

る」者はA年78.0%,B年90.3%であり,A年の

方が有意に減少していたが，「テレビ番組を決める」

決定権の項目では両年に差がなった．このことは，

養育者が子どもの発達レベルを考えて幼児のため

にテレビ番組を選択して見せているとは言えない

結果であった．

V 考察

本研究は沖縄県離島(M島）の同一地域(M

市）に居住する幼児の養育者を対象として約20

年の間隔をおいた2時点における養育行動の時代

差の有無を調査し，得られた結果を人間発達の社

会生態学的観点，およびこども虐待行為類型との

関連から考察し，こども虐待予防の支援に資する

ことを目的とした．その結果，この間に幼児を対

象とした養育者の養育行動に量的・質的変化が生

じていることが明らかになった．一方，こども虐

待の概念の拡大により，身体的虐待のみならずネ

グレクト放任も無視できず，こども虐待行為類型

のネグレクト放任と地域の特徴といえる養育行動

の関係を考察したい．

1．適切な養育環境の構成

Bronfenbrenner(1977)は個体の人間発達のプ

ロセスを絶えず変化する家庭一社会一文化一歴史

的環境の枠組みの中でシステムとして理解するよ

うに提唱している．個体をじかにとりまく家庭は

107

乳幼児の健康な発達にとって極めて重要であるが，

家庭養育環境は時代によって力動的に変化する．

Garbarino(1977)とGarbarinoandSherman(1980)

はBronfenbrennerの発達－生態学的モデルに基づ

きこども虐待childmaltreatmentの多面的モデルを

考案し，こども虐待類型の一つのネグレクトに社

会・経済的環境が関係することを強調している．

上田・花岡(1980a)は日本の風土が身体的虐待よ

りもネグレクトが頻度として比較的高い可能性お

よび，ネグレクトの下位概念としてのnon-mgame

failuretothrive栄養不良や乳幼児の事故の事例を

都市化と関連して報告した．子ども虐待類型を全

国児童相談所の相談件数から経年的に1999から

2004年までの推移をみても身体的虐待とネグレク

トのこども虐待全体に占める割合はそれぞれ身体

的虐待：45％から51％，および放任：30％から

38％であり，年によって多少数字に変動があるも

のの，この間の平均は47%VS.36%である．その

他の類型は性的虐待3.5％，心理的虐待13％であ

り（厚生統計協会,2006a),こども虐待全体の3

割以上を占めるネグレクトに関心をもつ必要があ

ると考えられる．

一方，子育て中の養育者の意識的・無意識的行

動にはそれが生起する環境が比較的安定し，変化

が乏しい時代には，乳児期の哨乳や排池の族など

特殊な技術や行動，そして，幼児期になると親の

態度やつくりだす雰囲気力蓮要であり（三宅,1968,

1969)，また，研究の多くは親の望ましい態度が

こどもの望ましい特性と関係するとする報告であっ

た．しかし，ホスピタリズムの研究が感覚的剥奪

sensorydeprivationとしてこどもに心理的外傷を与

えるとの観察(White,1971)以来ミクロ・マクロ

レベルでの人的・物的養育環境そのものに関心が

向けられるようになった（上田，1976)．

今日のように急速に変化する社会では可塑‘性と

強靭性にとむ乳幼児期を重要視して好ましい環境

構成にむけた研究が開始されている.Caldwell

(1969)*BradleyandCaldwell(1978)はHome

ObservationforMeasurement㎡theEnvironment

(略称HOME)として家庭養育環境を子どもの健
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康な発達を促す観点から評価するインベントリー

を考案し，上田(1988b)はこれを日本の乳幼児

の養育者に適用しリスク者の対応策に結びつける

べく標準化により実用化している．その過程にお

いて大都市近郊の地域社会では，1970-80年頃か

ら家庭の養育行動に変化が生じていることを日本

の中の異なる地域（上田ほか,1980a,1980b)で

比較して報告した（上田,1987a;上田・中村，

1991；上田・松本，1992)．同時に子育て文化の

異なる米国デンバー市と日本，および日本の中の

各地の養育環境をこどもの発達の遅速との関係か

ら実証的に研究した．その結果，日米両国の乳幼

児の発達基準に差のある項目があること，および

国内では乳児初期の運動発達に亜熱帯と寒冷地域

に居住する者を比較すると気候性因子が関与し亜

熱帯地域の乳児の方が早く，一方，幼児期の言語

発達の速度は都会性因子（親の教育歴・職業など）

が関与して都市部の幼児の方がより早いことを報

告した(Ueda,1978a,1978b;UedaandYokozawa,

1976)．ここで述べる都会性因子とはGarbarinoand

Sherman(1980)の指摘する社会・経済的因子に

対応し，親の経済力，およびこどもの発達に関す

る情報不足（短期間の教育歴）はこども虐待類型

の中でも生命に関わるネグレクト（幼児の事故な

どを含む）とより関連することを事例によって報

告した（上田・花岡,1980b).

ところで，沖縄県離島の先島諸島において本土

復帰後の間もない1970年代に¥勘児の発達と地域

の特′性を調査した結果は農業・漁業を生計費とす

る家庭生活が社会・経済的に豊かでなく，家電製

品の3種の神器（掃除機．電気釜・洗濯機）や冷

房の設備もなく，育児用品の紙おむつ使用や玩具

の購入も経済的に恵まれた1部の養育者に限られ

ていた．￥勘児は恵まれた自然環境の中で砂・石・

水・木の葉などで遊び，幼児の基本的生活習慣の

自立はむしろ早く,M市の11-13ケ月児は70名

中46名，66％がおむつを使用せずに，養育者は

気候・風土に伴うこどもの社会化を促す独特な養

育行動を身につけていた．（上田･山本，1976)．

しかし，この地域もバブル期を経て社会・経済的
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発展は著しく，急速な都市化は親の養育行動と物・

人を含む家庭養育環境構成（以下はこれをシステ

ムと捉えてHomeStimulation家庭刺激と称す）に

影響していることが明らかになった．

2．20年間に変化のあった家庭刺激

養育行動の調査結果を3歳児の健康な発達を促

す家庭刺激として幼児の基本的生活習慣の自律，

知的・言語的刺激，子どもへの罰や制限，性別な

どに大分類して検討すると，以下のようである．

1）幼児の生活習慣の自律を促す刺激の変化

幼児期の発達的課題は基本的生活習慣の確立で

あり，幼児は食事，排池，清潔，衣服の着脱，睡

眠に関する日常生活に要する基本的行動を養育者

のタイミングのよい誘導によって大人の行動を模

倣しながらこの時期に身につけていく．本調査の

結果は幼児が日常生活で「ものをこぼしたときの

対応」で「大人が片づける｣，あるいは「子ども

がかたづける」ものがA年で減少し，「子どもと

一緒にかたづける」ものがB年0人,0％からA年

43人，54％に増加していた．これは大都市近郊に

おいて1976年と1986年に同じ質問項目で比較し

た報告(上田,1987a)でもそれぞれ58.0%,29.7%

であり，大人が片づける者が減少し，子どもと一

緒に片づける者が増加した結果と類似している．

しかし,2006年における幼児の片づけの減少は器

用に振る舞えない3歳児の行動ばかりでなく，養

育者が都会化された集合住宅での住まい・家具を

汚したくないという住宅事情，およびこどもの自

立を促す方向での養育者の誘導力の低下を反映し

ているとも推測される（表1に示したようにM

市では若者の島外への流出を防ぐ．ために対策のひ

とつとして新しく公営住宅を建設し，若年の核家

族が優先的に入居している.)．乳幼児睡眠形態の

｢添い寝｣に関する時代差の研究(上田・中村,1991）

においても添い寝が20年間に増加し(園部・上田，

1999)，また，排池のしつけで「おむつをとる」

年月令が近年遅くなっている（原田，2006)．亜

熱帯地域で冷房のない1970年代には乳児の「お

むつかぶれ」を防ぐために生後4ヶ月頃の早期か
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ら「おむつをとる」習‘慣があった（上田・山本，

1976）が，しかし，今回の調査結果は幼児の基本

的生活習慣の水路付け（しつけ）が都市化によっ

て一般に験の開始が遅くなっていることを示唆し

ている．

これらの関連要因として，20年間に対象者の背

景に変化があり，父母のM市出身者の割合の減少，

年齢の上昇，高学歴化，父親の職業の変化及び家

族構成として片親家族の増加などが関与している

と推測される.M市出身者は父親91..796から

79.2％へ，また，母親95.2％から65.8％へと減少

し，逆にM市以外の出身者は父親8.3％から

22.8％へ，母親4.8％から34.2％に増加していたこ

と，および父親の職業は1位；技能・労働（農

業・漁業）43.3％から事務職50.0％へと変化して，

家庭生活パターンの変化を示唆していた．

さらに，父親の学歴はA年の方が中学卒業者の

割合が少なく，逆に専門学校卒者の割合がより多

くなっていた．母親も同様の傾向であり,A年の

方が中学卒者が少なく，一方専門学校卒者が8.1％

から26.3％へと有意に上昇していた．家族形態で

は両年ともに核家族90％台で変化はないが，子育

ての観点から片親家庭の増加には注目しなければ

ならないであろう．そして，父母の出身地の移動

を含むこれらの対象者の社会的背景の変化は沖縄

県および日本全体の社会的変化の動向と矛盾して

いないと言えよう．

2）知的・言語的刺激

「知的・言語的刺激」面ではA年の方が20年前

よりも子どもに歌をうたったり，本を一緒に読ん

だりする者は増加していた．また，「子どもが遊

びで得る」ものがあるとする肯定的回者は20年

前の3.2％から50%に変化し，「テレビで得ている

もの」の回答も38.7％から63.4％に変化していた．

岡本（1991）によれば，幼児期は感覚運動的知能

の段階から抽象的思考能力が著しく発達する段階

に入り，これは言語の発達と密接に関係している．

養育者は玩具やあそび，テレビを介して子どもと

のコミュニケーションをはかり自ら言語の獲得を

うながす役割をしているとも考えられる．また，
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｢子どもに歌をうたう」や「子どもと一緒に子ど

も用の本をみる」者が増加し，「遊び」で子ども

が得るとする回答内容にも「ごっこ遊び」によっ

て知的．‘情緒的豊かさを幼児が経験していること

を認めるような幅の広い記述も散見された．これ

らの結果は知的・言語的刺激をより重視するよう

に養育者の態度が変化していることと関係してい

るであろう．

母親が主婦である割合はそれぞれ42％，46％で

違いはないものの，保育園の利用者が58％から

88％に増加したことはM市以外の出身者が約3分

の1をしめるようになり，幼児の知的・言語的側

面の刺激の重要‘性を意識する者が増加したためと

推測される．また，子育てにはその社会の文化的

基盤ばかりでなく個人の心理的基盤に根ざすとこ

ろも深いので保育園の保育士の出身地やM島外出

身者の母親が知的教育により比重をかける傾向が

反映されていることも推測される．それ故に,M

市以外の出身者が今後も増加していくのか否かに

関心をもつ必要がある．一方，こどもへの共感に

関してはこどもの立場になり，こどもの目を通し

て養育者が考え，行動することに慣れていない者

もあった．これは約60％の大人にⅣ番組の選択

権のないこと，および約40％におもちゃの選択を

幼児に委ねているものが存在することから推測さ

れ，養育者の放任，ネグレクトの可能性を意味し

ており，予防的観点から関心を要することである．

養育者は幼児にとってⅣ番組・おもちゃや遊び

が発達過程に与える影響を認識し，適切な養育環

境の構成を図る必要があると考えられる．

3）男女の区別など

性別を意識した子育てをしている者がA年に有

意に減少している理由は国の政策として男女の平

等な社会参加や父親の育児参加の推奨による近年

の父親像の変化(Pitzpatrick,2007)が子どもの性

別にこだわらない養育行動に影響していると推測

される．
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3．20年間に変化のすぐなかった家庭刺激：こ

ども虐待4つの行為類型との関連

こども虐待類型のうち身体的虐待とネグレクト

に関しては調査項目のうち「罰や制限｣，「こども

への期待の有無とそのための行動の有無」および，

｢養育者のこどもへの共感」の有無とレベルなど

から考察できる．

Cowen(1999)はこども虐待childmaltreatment

の社会的問題として身体的虐待が過剰に強調され

すぎネグレクトは付属物として扱われ無視されて

いるとして,"neglectofneglect"とも言えるとい

う．そして,米国35州の1997年(WangandDano,

1998）におけるmaltreatment類型の平均的割合は

ネグレクト52％，身体的虐待26％，性的虐待7％，

’情緒的虐待4％，その他12％であったとしている．

また，ネグレクトには遺棄，教育的ネグレクト，

情緒的ネグレクト，ヘルス・ケアネグレクト，身

体的ネグレクト，環境的ネグレクトに分類される

種類があること，さらに社会文化的因子との関係

からみるとネグレクトの割合は貧困と関係し，同

じ貧困であっても社会的資源（危機的ケアや一時

的保護）が豊かな地域社会よりもそれを欠くより

貧困な地域社会の方に高率であると報告されてい

る(GarbarinoandSherman,1980).

上田・花岡(1980a,1980b)は我が国のこども

虐待の類型に関して身体的虐待よりもネグレクト

の事例が保健・医療機関の相談においてより多く

観察されることから日本と西欧先進国の子育て方

法の質的違いと関連して報告した．また，1970年

代に今回の調査対象地域となったM島におけるこ

どもの発達と地域特性との関係の調査結果から，

すでに述べたように養育行動には乳幼児の基本的

生活習慣の自立にむけて亜熱帯地域に住むのに適

した慣習が深く関与していることを報告した（上

田ほか，1978)．そして，それはその後の本土や

沖縄県．M市の社会・経済的発展によっても家庭

養育刺激の中で比較的変化の少ないものとして存

続しているようであった．

こどもの発達の理解とこどもへの共感の観点か

ら今回の養育行動の結果を分析するとA群でおと
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なが選択権をもって「おもちゃを子どもの発達に

あわせ」や「Ⅳ番組」の選択は25％，38％にす

ぎなかった．また，「こどもが遊びから学んでい

る」ことに関心の乏しい無回答50%,基本的生活

習慣の水路づけの遅延傾向などがあり，これらの

行動は放置すれば広い意味のネグレクトと関連す

るので今後も関心を払う必要があるであろう．一

方，身体的虐待に関連する「罰と行動規制」は

｢1週間に子どもを叩いた数10回以上」はA年の

方が少なく，社会一般が育児不安などから児童虐

待力糟加しているとする言説からは予期されなかっ

た結果であった．しかし，「1週間にたたいた」の

か否かの回答には両年に差はなく，これは，対象

集団の養育者がA年では日中に保育所を利用する

者が多く子どもと接する時間が短いこと，また，

育児方針を両親で決定する者の有意な増加，さら

にこども虐待の知識の普及などが理由として考え

られる．むしろ，子どもをたたく回数10回以上

を無視すれば叩くことには両年に差がなく，約50

-60％は賎の方法として身体的に「たたく」行動

をとることに注意すべきであろう．今後は「たた

く」行動に対する幼児の反応も調査し，族の方法

としての効果を親とともに認識を深める必要があ

るであろう．

子育ては世代間の価値の伝承であるとも言える．

親は子どもに期待する特定の子ども像をもち，一

方で自分自身の親としての理想像を形成する（上

田，1981)．理想像には「子どもと友達のように

ありたい対等型，個‘性を尊重した験をしたい教育

型，自己を犠牲にしてつくしたい犠牲型」などの

3タイプがある（上田・小津，1973)．本調査では

養育者としての「子どもに対する期待」の有無と

そのためにとる行動を分析した結果,「特になし」

の回答がA年およびB年にそれぞれ27名

32.9％，14名22.6％あり，大きな違いはなかった．

しかし，期待像があってもそのための行動を何も

してない者はA年16名29.1%,B年,27名

52.1％あったことは幼児の理解の仕方が大人の行動

模倣によって学習する特徴があることを考えれば

無視できない結果である．子育ては養育者自身の
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生き方と深く関わっており，養育者は自分自身が

受けた養育行動を振り返り，取捨選択しながら直

面する自らの子育てにおいて子どもに伝達しよう

とする（上田・小淫，1975)．他方，このような

養育者の期待は子どもの発達状態と生活環境（現

在）に合わせて調節し，同時に社会が次の世代を

担う子ども（将来）に期待し，求めることにも目

を向けて調節しなければならない．従って，養育

行動を急速に変化する社会全体のシステムからみ

れば本調査において子育てする対象者の約3分の

1が次世代の「子どもに期待するものがない」の

回答を重大な課題として今後とりくまねばならな

いと考えられる．今回の対象者には罰や制限より

も，‘むしろ養育者が意識していない放任ネグレク

ト傾向が特徴であり，こども虐待の予防的見地か

ら健康をはく、くむ対応策(Maclachlan,2001)を要

することが示唆された．

家族構成の20年間の変化に関して，片親家族

が増加傾向にあったことは伝統的地域共同体から

近代的コミュニティに移行していることを示して

おり注目しなければならない．近代的コミュニテ

ィにおける養育者は子どもの世話や教育という親

行動よりも社会人・個人としての行動を優先する

ことがより多い傾向がある（上田,1988a)．また，

家族の構成人数が少ないことは，子どもに世代間

の関わりの機会を減少させ，祖父母や年齢差のあ

るきょうだい間の交流から自発的に学ぶ自然な模

倣学習の機会を少なくしていることでもある（上

田,1986,1987b).他方，この地方には地域共同

体として相互扶助の伝統が強く存在する．社会・

経済的観点からの資料として沖縄県児童扶養手当

受給者数を世帯類型別に全国と比較すると生別母

子世帯離婚；沖縄82%vs.全国88.2%,未婚の母

子世帯；沖縄11.2%vs・全国7.4%,遺棄世帯；沖

縄6%vs.6%である（厚生統計協会,2006a).こ

れは沖縄県が全国に比較して経済的に豊かでない

としても未婚の母子世帯（沖縄県,1985,2006)

を経済的に支援し，社会的に受け入れる風土があ

るとも考えられる．こども虐待との関係ではネグ

レクトに属する遺棄世帯6％も視野にいれてp叩u－
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lation-basedstrategy(Oldsetal,2007)とhigh

riskstrategy(Nygrenetal.,2004)の両方から広い

意味のこども虐待予防を地域で展開することが期

待される．

子ども時代の初期に受けるケアのされ方は長期

的に見るとその後の対処技能に影響する(Werner,

1989；上田,1998;HartandRisley,1983).今後

の課題は人間発達の社会生態学的立場から子ども

虐待予防のために幼児期の子育て支援の戦略とし

て健康な養育行動を育む学習の機会を提供するこ

とであり，家庭，地域，社会に連携システムとし

て構築することが求められていると言えよう．な

お，本研究結果の一般化に関しては，対象となっ

た地域の特徴による限界を認識した上で，都市化

に伴う養育行動の力動的変化，こども虐待類型と

地域特性との関係の理解，これらに基づく子ども

虐待予防策の構築に資すると考える．

VIまとめ

本研究は沖縄県離島M市において急速に進行す

る‘清輔上社会を背景に約20年間隔で養育行動の変

化を横断的方法によって調査し，人間発達の社会

生態学的視点から子ども虐待予防を含む子育て支

援に資することを目的とした．調査対象と方法は

22年前と全く同じ地域で2006年に3歳児健診を

受けた幼児とその主たる養育者である．方法は自

記式質問紙法と面接法である．質問紙の内容は

1984年に使用したものを踏襲し，両年の結果を比

較検討した．その結果，養育行動の変化は，子ど

もの知的・言語的刺激が量的，質的に高くなって

いた．しかし，子どもへの罰や行動制限など幼児

の行動を水路づける基本的生活習慣形成の族には

変化が少く，むしろ養育者のこの側面での族の開

始力握い傾向にあり，個人差の幅が広がっていた．

そして，こども虐待行為類型放任の増加に新しい

傾向が生じているとも推測される結果であった．

これらの結果は対象者の背景の都市化による社会・

経済的変化と伝統的地域社会から近代的コミュニ

ティに移行しつつある対象となった地域社会の変

貌と関係していると考えられる．従って，この地
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域のみならず近代的コミュニティにおける養育者

の養育行動の特徴とこども虐待行為類型を踏まえ

て類似の環境にある地域でもこども虐待maltreat-

ment予防のために新たな子育て支援の方策を立

て，実施する必要性を健康をはく、くむ見地から考

察した．
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